
主担当部局（長）名
地域振興部長　村田 崇

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

目
標

市町村財政の健全化（経常収支比率（市町村平
均）全国ワースト10からの脱却）を図ります。
（H25年度経常収支比率（市町村平均）：全国ワー
スト4位）

県と市町村の「連携・協働」の仕組み（奈良モデ
ル）を各分野で実行します。

取
組

「奈良モデル」の推進等を行いました。

成
果

・奈良県に最適な地方行政の仕組みを実現するた
め、平成27年度は「奈良モデル」検討会において、
「まちづくり」「地域医療構想」「教育」について重点的
に検討しました。
・事務の共同処理設置数は、市町村同士の連携が
進んだことにより、平成22年度より増加しました。
（H26年4月に消防広域化の実現により、消防・救急
の事務共同処理の設置主体数は減少しました。）

平成26年度の県内市町村の経常収支比率は、普通
交付税の減少や、東日本大震災復興のための給与
削減措置の終了等により、平成25年度より2.7ポイン
ト上昇したものの、平成25年度と同じ全国ワースト4
位でした。

成
果

取
組

県内市町村の行財政改革の推進等を行いました。
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地方公共団体間の事務の共同処理の状況調べ（総務省）

（年度）

（件）

Ⅵ 市町村への支援 

市町村が行財政問題をはじめとする地域の課

題を解決するため、県・市町村の協働取組等

積極的な支援を行い、奈良県を元気にします。 

目指す姿 

関係部局（長）名：総務部長 一松 旬、健康福祉部長

土井 敏多、こども・女性局長 福西 清美、医療政策部

長 林 修一郎、景観・環境局長 中 幸司、産業・雇用

振興部長 森田 康文、農林部長 福谷 健夫、県土マネ

ジメント部長 加藤 恒太郎、まちづくり推進局長 金剛 
一智、会計局長 榎原 邦員、水道局長 西川 浩至、教

育長 吉田 育弘、警察本部長 安田 浩己 
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［事務の共同処理設置数］多様化する行政需要に適切かつ効率的に対応するた

め、市町村が共同して事務を処理する一部事務組合、広域連合等の設置数
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２．現状分析

将来負担比率（市町村平均）は低減し、改善ポイント
は近年全国平均を上回っているものの、依然全国と
開きがあります。
※将来負担比率は平成 年度より新たに設定され
たため、平成 年度と比較した改善ポイントを算出し
ていません。

 
実質公債費比率（市町村平均）は低減し、改善ポ
イントは全国平均と同程度に改善してきています
が、依然全国と開きがあります。 

市町村税徴収率（市町村平均）は上昇し、平成
年度は対前年度比改善ポイントが全国以上に改善
しましたが、依然全国と開きがあります。

市町村の総職員数は、継続して削減傾向にあ
り、平成 年度から 年間で 人減少して
います。また、ラスパイレス指数（市町村平均）
は、平成 年度以降上昇傾向にあるものの、
依然として全国平均を大きく下回っています。
 
※ラスパイレス指数：地方公務員と国家公務

員の給与水準を国家公務員の職員構成を基

準として、学歴別、経験年数別に平均給料月

額を比較し、国家公務員の給与を とした場

合の地方公務員の給与水準を指数で示したも

のです。

（ ～ 年度のラスパイレス指数は国家公

務員の給与改定特例法による減額措置が無

いとした場合で算出しています。）
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主担当部局（長）名
地域振興部長　村田 崇

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

目
標

市町村財政の健全化（経常収支比率（市町村平
均）全国ワースト10からの脱却）を図ります。
（H25年度経常収支比率（市町村平均）：全国ワー
スト4位）

県と市町村の「連携・協働」の仕組み（奈良モデ
ル）を各分野で実行します。

取
組

「奈良モデル」の推進等を行いました。

成
果

・奈良県に最適な地方行政の仕組みを実現するた
め、平成27年度は「奈良モデル」検討会において、
「まちづくり」「地域医療構想」「教育」について重点的
に検討しました。
・事務の共同処理設置数は、市町村同士の連携が
進んだことにより、平成22年度より増加しました。
（H26年4月に消防広域化の実現により、消防・救急
の事務共同処理の設置主体数は減少しました。）

平成26年度の県内市町村の経常収支比率は、普通
交付税の減少や、東日本大震災復興のための給与
削減措置の終了等により、平成25年度より2.7ポイン
ト上昇したものの、平成25年度と同じ全国ワースト4
位でした。

成
果

取
組

県内市町村の行財政改革の推進等を行いました。
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Ⅵ 市町村への支援 

市町村が行財政問題をはじめとする地域の課

題を解決するため、県・市町村の協働取組等

積極的な支援を行い、奈良県を元気にします。 

目指す姿 

関係部局（長）名：総務部長 一松 旬、健康福祉部長

土井 敏多、こども・女性局長 福西 清美、医療政策部

長 林 修一郎、景観・環境局長 中 幸司、産業・雇用

振興部長 森田 康文、農林部長 福谷 健夫、県土マネ

ジメント部長 加藤 恒太郎、まちづくり推進局長 金剛 
一智、会計局長 榎原 邦員、水道局長 西川 浩至、教

育長 吉田 育弘、警察本部長 安田 浩己 
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め、市町村が共同して事務を処理する一部事務組合、広域連合等の設置数
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新たな検討課題を掘り起こし、「奈良モデル」の取組を拡大（①）

まちづくり連携協定の締結数（包括協定・基本協定・個別協定）
－ 地域デザイ

ン推進課－ －

「奈良モデル」を推進しました。（①）

主な取組指標等 平成25年度 平成26年度

取
組

担当課名

「奈良モデル」推進補助金採択件数（件）

平成27年度

市町村
振興課

平成22年3月に県と市町村の役割分担を見直しま
した。その結果、対象73業務を「奈良モデル」とし
て選定し、実施可能な事業から着手を始めまし
た。平成28年4月1日現在、16％の業務について
成果が確立、18.5％について重点的に推進してい
ます。また、73業務に加え、平成26年度からまち
づくり等の分野でも新たに検討を開始しました。

成
果

市町村
振興課

「奈良モデル」として県・市町村の連携・協働を積極推進（①）

戦略目標
①「奈良モデル」検討報告書で取りまとめた県と市町村の役割分担の方向性に基づき、奈良県と
いう地域に最適な県と市町村の連携・協働のあり方を具体的に実行します。

３．戦略目標達成に向けた進捗状況

主担当課(長)名 市町村振興課長　浅田 輝男戦略１　「奈良モデル」の実現に向けて、県と市町
村の役割分担を踏まえた連携を推進します。

奈良県・市町村長サミットの開催件数（件）

・平成 年度末までに、天理市等 市町村と「まちづくり連携協定」を締結しました。（①）

・南和地域の公立病院の再編整備が進み、平成 年 月、救急医療を担う南奈良総合医療センターが開院し

ました。（①）

・ごみ処理の広域化の検討が進み、平成 年 月、県南部地域及び山辺・北西部地域で一部事務組合が設

立されました。（①）

これまでの成果

成果確立 

重点事業 

新たな重

点事業 
推進中 

通常業務 
内での 
連携 

「奈良モデル」構成業務進捗状況 

市町村振興課調べ

（％）

（ ）
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市町村
振興課

担当課名

主担当課(長)名 市町村振興課長　浅田 輝男

平成25年度 平成26年度 平成27年度主な取組指標等

戦略目標

①経常収支比率（市町村平均）全国ワースト10から脱却します。（H25年度：奈良県93.3％　全国
ワースト4位）
②市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引き上げます。（H24年度：奈良県92.8％　全国
平均94.2％）
③市町村職員数を全国類似団体レベルまで引き下げます。（H25年度：全国類似団体と比較した
県内市町村の職員超過数325人）

取
組
市町村税徴収率（市町村平均）の向上を図りまし
た。（②）

成
果

県職員を市町村に派遣し、共に滞納整理に取り組
む協働徴収や、市町村職員を県に受け入れ徴収
技術の習得を図る等の取組により、市町村税収率
（市町村平均）は年々上昇しています。

戦略２　市町村の行政経営向上への取組を支援し
ます。

成
果

各市町村に対しヒアリングを実施し、定員管理の
状況を把握するとともに助言等を行いました。その
結果、平成26年度の類似団体と比較した県内市
町村の職員数は超過傾向にあるものの、平成22
年度より118人減少しました。

県内市町村職員の定数削減を図りました。（③）
取
組

市町村行財政健全化に向けた重点的・集中的な支援（①）

市町村が独自に取り組む施策を支援（①）

市町村
振興課

経常収支比率が全国平均未満の市町村数（市町村）

研修等による市町村職員の人材育成の支援（③）

奈良県市町村政策自慢大会の参加市町村数（市町村）

（集計中）

市町村
振興課

－

「活力あふれる市町村応援補助金」の採択件数（件）

・市町村の行財政改善に向けた助言や、県民により分かりやすい市町村の行財政状況の公表を継続して実

施しました。（①）

（経常収支比率（市町村平均） 年度： ％［ワースト 位］→ 年度： ％［ワースト 位］

全国類似団体職員超過数 年度： 人→ 年度： 人）

・市町村の税収強化について、県職員を市町村に派遣し、市町村職員とともに滞納整理を実施する等、県・市

町村共同での取組を強化し、市町村税徴収率（市町村平均）が向上しました。（②） 
（市町村税徴収率（市町村平均） 年度： ％［全国 位］→ 年度： ％［全国 位］） 

これまでの成果
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新たな検討課題を掘り起こし、「奈良モデル」の取組を拡大（①）

まちづくり連携協定の締結数（包括協定・基本協定・個別協定）
－ 地域デザイ

ン推進課－ －

「奈良モデル」を推進しました。（①）

主な取組指標等 平成25年度 平成26年度

取
組

担当課名

「奈良モデル」推進補助金採択件数（件）

平成27年度

市町村
振興課

平成22年3月に県と市町村の役割分担を見直しま
した。その結果、対象73業務を「奈良モデル」とし
て選定し、実施可能な事業から着手を始めまし
た。平成28年4月1日現在、16％の業務について
成果が確立、18.5％について重点的に推進してい
ます。また、73業務に加え、平成26年度からまち
づくり等の分野でも新たに検討を開始しました。

成
果

市町村
振興課

「奈良モデル」として県・市町村の連携・協働を積極推進（①）

戦略目標
①「奈良モデル」検討報告書で取りまとめた県と市町村の役割分担の方向性に基づき、奈良県と
いう地域に最適な県と市町村の連携・協働のあり方を具体的に実行します。

３．戦略目標達成に向けた進捗状況

主担当課(長)名 市町村振興課長　浅田 輝男戦略１　「奈良モデル」の実現に向けて、県と市町
村の役割分担を踏まえた連携を推進します。

奈良県・市町村長サミットの開催件数（件）

・平成 年度末までに、天理市等 市町村と「まちづくり連携協定」を締結しました。（①）

・南和地域の公立病院の再編整備が進み、平成 年 月、救急医療を担う南奈良総合医療センターが開院し

ました。（①）

・ごみ処理の広域化の検討が進み、平成 年 月、県南部地域及び山辺・北西部地域で一部事務組合が設

立されました。（①）

これまでの成果

成果確立 

重点事業 

新たな重

点事業 
推進中 

通常業務 
内での 
連携 

「奈良モデル」構成業務進捗状況 

市町村振興課調べ

（％）

（ ）
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県民にわかりやすい行財政状況の資料を公表し
ました。（①）

成
果

県内各市町村の財政状況について、財政指標を
全国平均と比較した結果を健康診断表に例えて
図式化したり、全国順位の動向等をわかりやすく
報道発表やＨＰで示すことにより、市町村間の健
全な競争意識や問題意識を醸成しました。

戦略３　市町村の現状分析や情報提供を通じた支
援を行います。

主担当課(長)名 市町村振興課長　浅田 輝男

平成27年度

戦略目標
①市町村の行財政状況等をわかりやすく分析、公表し、市町村の行財政運営の改善につなげま
す。

主な取組指標等 平成25年度

取
組

担当課名

市町村
振興課

行財政情報を分析し、分かりやすい資料として公表（①）

市町村の給与水準、職員数、税財政状況等の公表数（件）

平成26年度

県民にわかりやすい市町村の行財政状況の公表を平成 年度決算分より行い、市町村間の健全な競争意識

を醸成し、県内市町村の行財政運営の改善に一定の効果がありました。（①）

（経常収支比率（市町村平均） 年度： ％［ワースト 位］→ 年度： ％［ワースト 位］）

これまでの成果

わかりやすく、分析・公表したイメージ図  

あなたのまちの財政状況

全国平均（９１．３）以上 全国平均（９１．３）未満

低
下

上
昇

「要治療」であるが前年度よりも数値低下

「要治療」でかつ前年度よりも数値上昇

「健康」でかつ前年度よりも数値低下

「健康」であるが前年度よりも数値上昇

山添村 三郷町平群町

宇陀市河合町御所市田原本町

香芝市五條市広陵町 東吉野村

川上村十津川村

１団体
※うち前年度より順位上昇：１団体

上北山村

川西町下北山村天川村

御杖村葛城市三宅町

上牧町桜井市野迫川村 大和郡山市

1,492位

1,622位

753位

1,092位

705位

946位

1,295位

131位

400位

40位

1,731位

1,732位

1,667位

1,302位

1,734位

1,708位

1,626位

1,338位

1,702位

1,563位

1,484位

1,203位

1,638位

1,508位

1,244位

917位

1,365位

1,191位

1,688位

1,636位

1,622位

1,563位

659位

151位

494位

167位

978位

394位

332位

195位

733位

467位

1,106位

885位

838位

670位

978位

899位

２団体
※うち前年度より順位上昇：２団体

あなたのまちの財政状況
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d 人口減少、少子高齢化の進展により消
滅可能性のある県内市町村が多数で、
将来行政サービスの維持が困難になる
可能性
e 過疎地域における集落機能の低下や
農林地の荒廃により、地域資源の承継が
困難

〔重要課題〕小規模町村への具体
的支援の検討(2,d,e)

〔重要課題〕市町村独自で取り組む
新たな市町村活性化への支援

＜奈良県への追い風＞ ≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

a 各市町村において、総職員数の削減や
給与等の適正化、歳出削減、税収強化
等の行財政改革が行われ、ゆるやかに
改善傾向
b 新たな連携制度として「連携協約」や条
件不利地域の市町村に対する県による
支援方法の選択肢として、「事務の代替
執行」の制度が創設される等、「奈良モデ
ル」の取組に国が追認する形で地方自治
法が改正
c 国による地方創生の推進

〔重要課題〕「奈良モデル」として県・
市町村の連携・協働を積極推進

〔重要課題〕県と市町村、複数の市
町村が連携・協働して取り組む新た
な検討課題を掘り起こし、「奈良モ
デル」の取組を拡大(2,3,b)
・「奈良モデル」の成果や意義を整
理するとともに、今後、県と市町村
が連携・協働することが有効な取組
について検討(2,3,b)
・県と市町村が協働した、地域の課
題解決への取組検討の実施(1,b,c)

〔重要課題〕市町村の財政健全化
への取組に対する支援(4,5,a)
・市町村の積極的な税収確保の取
組に対する支援(4,5,6,a)
・市町村職員の人材育成の支援

・市町村の財政状況を県民にわか
りやすく情報提供(4,5,6,a)
〔重要課題〕市町村の地方創生へ
の支援(4,c)

＜奈良県への向かい風＞ ≪強みで向かい風を克服する課題≫ ≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

４．平成２９年度に向けた課題の明確化

＜政策目標達成に向けた進捗状況＞ ＜奈良県の持っている強み＞   ＜奈良県の抱えている弱み＞
・事務の共同処理設置数は、市町村同士
の連携が進んだことにより、平成22年度
より増加しました。
・平成26年度の県内市町村の経常収支
比率は、普通交付税の減少や、東日本
大震災復興のための給与削減措置の終
了等により、平成25年度より2.7ポイント
上昇したものの、平成25年度と同じ全国
ワースト4位でした。

1 知事と市町村長による会議（奈良
県・市町村長サミット、地域振興懇
話会）を定期的に開催し、相互の課
題認識や情報共有を行う等、課題
解決への協働した取組を促進
2 「奈良モデル」の推進により、県と
市町村の連携・協働の仕組みが充
実
3 まちづくりを推進するため、県内
13市町村と連携協定を締結

4 人口5,000人以下の小規模町村
が多く、行財政基盤が脆弱
5 経常収支比率が全国で下位の県
内市町村が多く、経常収支比率(市
町村平均)が全国平均より高い
6 調定額に占める滞納繰越分の割
合が大きく、市町村税徴収率(市町
村平均)が全国平均より低い
7 全国の同規模団体に比して県全
体で職員数が多い傾向

＜戦略目標達成に向けた進捗状況＞
・平成22年3月に県と市町村の役割分担
の見直し、対象73業務を「奈良モデル」と
して選定し、実施可能な事業から着手を
始め、平成28年4月1日現在、16％の業
務について成果が確立､18.5％について
重点的に推進しています。
・県職員を市町村に派遣し、共に滞納整
理に取り組む協働徴収等により、市町村
税徴収率（市町村平均）は年々上昇して
います。
・市町村の行財政状況を県民にわかりや
すく示すことにより、市町村間の健全な競
争意識や問題意識を醸成しました。
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県民にわかりやすい行財政状況の資料を公表し
ました。（①）

成
果

県内各市町村の財政状況について、財政指標を
全国平均と比較した結果を健康診断表に例えて
図式化したり、全国順位の動向等をわかりやすく
報道発表やＨＰで示すことにより、市町村間の健
全な競争意識や問題意識を醸成しました。

戦略３　市町村の現状分析や情報提供を通じた支
援を行います。

主担当課(長)名 市町村振興課長　浅田 輝男

平成27年度

戦略目標
①市町村の行財政状況等をわかりやすく分析、公表し、市町村の行財政運営の改善につなげま
す。

主な取組指標等 平成25年度

取
組

担当課名

市町村
振興課

行財政情報を分析し、分かりやすい資料として公表（①）

市町村の給与水準、職員数、税財政状況等の公表数（件）

平成26年度

県民にわかりやすい市町村の行財政状況の公表を平成 年度決算分より行い、市町村間の健全な競争意識

を醸成し、県内市町村の行財政運営の改善に一定の効果がありました。（①）

（経常収支比率（市町村平均） 年度： ％［ワースト 位］→ 年度： ％［ワースト 位］）

これまでの成果

わかりやすく、分析・公表したイメージ図  

あなたのまちの財政状況

全国平均（９１．３）以上 全国平均（９１．３）未満

低
下

上
昇

「要治療」であるが前年度よりも数値低下

「要治療」でかつ前年度よりも数値上昇

「健康」でかつ前年度よりも数値低下

「健康」であるが前年度よりも数値上昇

山添村 三郷町平群町

宇陀市河合町御所市田原本町

香芝市五條市広陵町 東吉野村

川上村十津川村

１団体
※うち前年度より順位上昇：１団体

上北山村

川西町下北山村天川村

御杖村葛城市三宅町

上牧町桜井市野迫川村 大和郡山市

1,492位

1,622位

753位

1,092位

705位

946位

1,295位

131位

400位

40位

1,731位

1,732位

1,667位

1,302位

1,734位

1,708位

1,626位

1,338位

1,702位

1,563位

1,484位

1,203位

1,638位

1,508位

1,244位

917位

1,365位

1,191位

1,688位

1,636位

1,622位

1,563位

659位

151位

494位

167位

978位

394位

332位

195位

733位

467位

1,106位

885位

838位

670位

978位

899位

２団体
※うち前年度より順位上昇：２団体

あなたのまちの財政状況
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５．平成２６年度の評価を踏まえ、平成２８年度に向けて見直した課題、取組

６．重要課題についての今後の取組方針

市町村独自で取り組む新たな市町村活
性化への支援（戦略2）

地域の特性や多様な資源を活かした地域づくりを推進するため、創意と工
夫あふれる市町村等の事業を支援します。

強みで向かい風を克服する課題 今後の取組方針

小規模町村への具体的支援の検討
（戦略2）

小規模町村への県の支援方法を具体的に検討し、実現可能なものから実
施します。

弱みを踏まえ向かい風に備える課題 今後の取組方針

見直した課題 見直した取組方針、見直した内容

市町村の財政健全化
への取組に対する支援
（戦略2）

・これまで主に、過年度課税分の滞納事案の解決を図るため、県職員を市町村に派遣し、市
町村職員とともに滞納整理を行う等の取組を実践してきましたが、新たな取組として、滞納繰
越案件を未然に防止し、徴収率の一層の向上を目指すために、現年度課税分の滞納者に、
早期に、電話による自主納付の呼び掛けを行う、市町村税納税コールセンターを開設するこ
ととしました。
・脆弱な県内市町村財政健全化の支援を強化するため、これまで財政健全化支援事業（普
通会計（H26年度）、公営企業会計（H27年度））として過去の地方債の元利償還金に係る公
債費の負担軽減に取り組んできましたが、新たな取組として、市町村の金融リテラシー向上
を目的とする研修会の開催や、複数市町村による共同資金調達フレーム構築に向けて検討
を進めることとしました。

「奈良モデル」として県・市町村の連携・
協働を積極推進（戦略1）

・県と市町村の役割分担を踏まえ、「奈良モデル」として取り組む個別業務
に関する検討を支援し、県と市町村、市町村間の連携・協働を推進します。
・奈良モデル推進補助金、奈良モデル推進貸付事業等、「奈良モデル」に対
する財政支援スキームを充実します。

強みで追い風を活かす課題 今後の取組方針

県と市町村、複数の市町村が連携・協
働して取り組む新たな検討課題を掘り
起こし、「奈良モデル」の取組を拡大
（戦略1）

・「奈良モデル」検討会において新規取組事業を掘り起こし、順次実施しま
す。
・新たなまちづくりの課題について、市町村と「まちづくり連携協定」を締結
し、協働してプロジェクトを実施します。

弱みを踏まえ追い風を活かす課題 今後の取組方針

市町村の財政健全化への取組に対す
る支援（戦略2）

・行財政運営面で課題のある市町村の自主的な取組を後押しするため、重
点的・集中的に助言・指導を実施します。
・行財政運営の改善に努力して、特筆すべき成果をあげた市町村に対する
表彰制度を実施します。
・現年度課税分の滞納者に、早期に、電話による自主納付の呼び掛けを行
う市町村税納税コールセンターを開設・運営します。
・市町村の金融リテラシー向上を目的とする研修会の開催や、複数市町村
による共同資金調達フレームの構築に向けて検討を進めます。

市町村の地方創生への支援（戦略2）

・市町村の地方創生の推進を支援するため、県・市町村地方創生連携会議
を活用し、県と市町村の調整・情報交換を行います。
・地方版総合戦略に基づく地方創生の課題等の解決に向けて、県と市町村
が共に取り組むため、ブロック別意見交換会を開催します。
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５．平成２６年度の評価を踏まえ、平成２８年度に向けて見直した課題、取組

６．重要課題についての今後の取組方針

市町村独自で取り組む新たな市町村活
性化への支援（戦略2）

地域の特性や多様な資源を活かした地域づくりを推進するため、創意と工
夫あふれる市町村等の事業を支援します。

強みで向かい風を克服する課題 今後の取組方針

小規模町村への具体的支援の検討
（戦略2）

小規模町村への県の支援方法を具体的に検討し、実現可能なものから実
施します。

弱みを踏まえ向かい風に備える課題 今後の取組方針

見直した課題 見直した取組方針、見直した内容

市町村の財政健全化
への取組に対する支援
（戦略2）

・これまで主に、過年度課税分の滞納事案の解決を図るため、県職員を市町村に派遣し、市
町村職員とともに滞納整理を行う等の取組を実践してきましたが、新たな取組として、滞納繰
越案件を未然に防止し、徴収率の一層の向上を目指すために、現年度課税分の滞納者に、
早期に、電話による自主納付の呼び掛けを行う、市町村税納税コールセンターを開設するこ
ととしました。
・脆弱な県内市町村財政健全化の支援を強化するため、これまで財政健全化支援事業（普
通会計（H26年度）、公営企業会計（H27年度））として過去の地方債の元利償還金に係る公
債費の負担軽減に取り組んできましたが、新たな取組として、市町村の金融リテラシー向上
を目的とする研修会の開催や、複数市町村による共同資金調達フレーム構築に向けて検討
を進めることとしました。

「奈良モデル」として県・市町村の連携・
協働を積極推進（戦略1）

・県と市町村の役割分担を踏まえ、「奈良モデル」として取り組む個別業務
に関する検討を支援し、県と市町村、市町村間の連携・協働を推進します。
・奈良モデル推進補助金、奈良モデル推進貸付事業等、「奈良モデル」に対
する財政支援スキームを充実します。

強みで追い風を活かす課題 今後の取組方針

県と市町村、複数の市町村が連携・協
働して取り組む新たな検討課題を掘り
起こし、「奈良モデル」の取組を拡大
（戦略1）

・「奈良モデル」検討会において新規取組事業を掘り起こし、順次実施しま
す。
・新たなまちづくりの課題について、市町村と「まちづくり連携協定」を締結
し、協働してプロジェクトを実施します。

弱みを踏まえ追い風を活かす課題 今後の取組方針

市町村の財政健全化への取組に対す
る支援（戦略2）

・行財政運営面で課題のある市町村の自主的な取組を後押しするため、重
点的・集中的に助言・指導を実施します。
・行財政運営の改善に努力して、特筆すべき成果をあげた市町村に対する
表彰制度を実施します。
・現年度課税分の滞納者に、早期に、電話による自主納付の呼び掛けを行
う市町村税納税コールセンターを開設・運営します。
・市町村の金融リテラシー向上を目的とする研修会の開催や、複数市町村
による共同資金調達フレームの構築に向けて検討を進めます。

市町村の地方創生への支援（戦略2）

・市町村の地方創生の推進を支援するため、県・市町村地方創生連携会議
を活用し、県と市町村の調整・情報交換を行います。
・地方版総合戦略に基づく地方創生の課題等の解決に向けて、県と市町村
が共に取り組むため、ブロック別意見交換会を開催します。
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